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監  査  公  表 

 

 地方自治法第２４２条第１項の規定に基づき提出された加古川市職員措置請求 

（令和３年９月１０日付け受理）について、同条第５項の規定により監査を実施 

した結果を次のとおり公表します。 
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１ 請求人 

    （住所・氏名 省略） 

 

２ 請求の受理及び証拠の提出 

  加古川市職員措置請求（以下「本請求」という。）については、令和３年９月２２

日に監査委員において協議し、令和３年９月１０日付けでこれを受理することを決定

した。 

  なお、令和３年９月２４日及び令和３年１０月１日に請求人から証拠（追加の事実

証明書）の提出があった。 

  

３ 請求の要旨 

  本請求の要旨は次のとおりである。 

（１）Ａ町内会連合会からＢ小学校が受領した令和２年度助成金（以下「本件助成金」

という。）について 

   Ｂ小学校は、Ａ町内会連合会から本件助成金３５，０００円を受け取っている。

本件助成金を含む助成金の帳簿（「Ａ町内会連合会助成金会計簿」Ｂ小学校作成）

の写しを加古川市（以下「市」という。）の情報公開請求で入手できたことから、

本件助成金は市のお金（公費）である。学校が寄附を受ければ、その時点で公費と

なると考えられる。 

本件助成金が公費とならず、領収書も必要なく、監査もないことに疑問がある。 

 

（２）本件助成金を元手とした支出について 

本件助成金は、修学旅行のお土産代や講師への手土産代などに使用されていた。

修学旅行のお土産は、交通安全指導員へのお礼として購入していると教頭より聞い

ている。交通安全指導員には市から報償等が支出されている。その上で、学校から

公費で１人約６，０００円のお土産を購入し、交通安全指導員へ渡すことは、重複

支給になると思われる。 

また、学校自転車の修理代が本件助成金を元手として支出されていた。学校備品

の修理代は教育総務課から支出されるはずである。本件助成金を元手とした支出に
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ついては、監査もなく、領収書の添付も不要であり、教育総務課が支出した修理代

を助成金で支出したと帳簿に記載しても指摘を受けることがない。学校自転車の修

理代は、重複支給の疑いがある。 

 

  よって、次の措置を求める。 

  ・本件助成金を元手として支出したもののうち、交通安全指導員へのお土産代、講

師への手土産代、学校自転車の修理代の返還 

 

４ 監査の実施 

（１）監査の対象 

   本請求書、これに添付された事実証明書及び請求人の陳述により、次の項目につ

いて監査を実施した。 

  ア 本件助成金の法的性質及び本件助成金を元手とした支出について 

    本件助成金が公金であるか否か。 

また、本件助成金が公金であるとすれば、Ｂ小学校が本件助成金を元手として

交通安全指導員へのお土産代、講師への手土産代、学校自転車の修理代を支出し

たことは違法又は不当であるか。 

 

（２）監査の対象部 

   教育指導部 

 

（３）請求人の陳述 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第７項

の規定に基づき、証拠の提出及び陳述の機会を設け、令和３年１０月１日に請求人

から陳述を受けた。 

 

（４）監査の対象部に対する調査 

   教育指導部職員（以下「関係職員」という。）に対して、令和３年１０月４日に

事情聴取を行うとともに、関係書類等の調査を行った。 



 3

   関係職員から聴取した内容等は次のとおりである。 

  ア 本件助成金について 

学校の運営に係る経費には、公費と私費があり、公費は、国又は地方公共団体

の予算に計上される金銭であり、「学校園配分予算」「教育委員会事務局執行予

算」が該当する。私費は、公費以外のもの全てが該当し、学校の責任において徴

収する教材費等の「学校園徴収金」、学校と関わりのあるＰＴＡ等の団体が徴収

する「団体会計」がある。 

助成金は、その学校の教育活動を更に促進したり支援したりする趣旨のため、

国又は地方公共団体の予算に計上される公費には該当せず、私費の「学校園徴収

金」「団体会計」のどちらにも属さない、それ以外の私費に該当するといえる。

助成金は、収入が不定期であること、収入金額の予測ができない等の性質がある

ことから、教育委員会では「学校園徴収金」と同様の取扱いができないため、会

計処理をするためのマニュアルは示していない。しかし、助成金等を学校の代表

である校長が受領する場合は、適正な会計処理をするように、平成３０年の校長

会において口頭で出納簿の作成について周知している。 

Ｂ小学校における助成金については、Ａ町内会連合会の会長（以下「Ａ町内会

連合会長」という。）から、「学校や子供たちのために使ってほしい」との意向

を受け、Ｂ小学校の代表として校長がその意向を確認し、受領している。助成金

を元手とした支出について、その用途に双方の取決めはなく、金額の制限等は設

けられていない。Ｂ小学校が助成金を受領することになった経緯は不明である

が、Ａ町内会連合会の会則に基づいているものと考えられる。また、令和２年度

に本件助成金として３５，０００円を受領しており、過去１０年間における助成

金額の変遷はない。 

  イ 本件助成金会計簿について 

助成金会計は、Ｂ小学校預金口座による管理がされており、主に教頭が会計年

度ごとに助成金会計簿を作成し、収支金額及び会計年度間の繰越金額を記入して

いる。また、支出した際は、助成金会計簿に明細が分かる領収書等を添付するこ

ととしている。なお、令和２年度末に校長が本件助成金会計簿、預金の照合確認

を行い、本件助成金会計簿に確認済の押印をし、適正に処理をしている。 
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ウ 本件助成金を元手とした支出について 

  （ア）修学旅行のお土産代（令和２年１０月１３日支出分）について 

修学旅行のお土産として、交通安全指導員３名分を含む合計２３個のお菓子

（１個７６０円程度）を購入し、手数料を含め合計１８，７８０円を支出して

いる。 

請求人は、「市から委嘱を受け、報償等が支出されている交通安全指導員へ

本件助成金で購入した修学旅行のお土産を渡すことは重複支給になると思われ

る」との見解であるが、社会通念上許容される範囲を超えるものとは考えられ

ず、重複支給にあたらないと考える。 

  （イ）講師への手土産代（令和２年１１月５日支出分）について 

５、６年生を対象にしたインターネットトラブル防止講座は、生活安全課か

ら講師が派遣されているため、謝金等は発生していない。講師へのお礼として

手土産を渡している。なお、手土産は２，３７６円のお菓子である。 

  （ウ）講師への手土産代（令和２年１２月１６日支出分）について 

３、４年生を対象にしたインターネットトラブル防止講座の講師への手土産

代として、上記と同様、２，３７６円を支出している。なお、上記の講師とは

別の講師である。 

（エ）学校用自転車修理代（令和３年１月１５日支出分）について 

学校用自転車の購入時期及び経緯は不明であるが、「Ｃ地区防犯グループ」

とのシールが貼られており、教職員による校区の見回りや長期休業中の補導な

どに使用している。パンクの修理にあたり、本件助成金を元手として修理用品

であるタイヤチューブセット１，６３９円を支出している。教職員が子供たち

の見回り等に使用しているものであるため、本件助成金により修理を行った。

なお、令和２年度に、Ｂ小学校が自転車修理代を教育総務課に依頼したり、修

理代を請求したりはしておらず、修理代の重複はない。 

 

   以上のことから、本件助成金をＢ小学校の校長（以下「Ｂ小学校長」という。）

が受領し、本件助成金を元手として上記（ア）から（エ）の費用を支出したことに

伴い、市に損害を与えたものはない。 
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５ 監査を実施した監査委員 

    加古川市監査委員  藤 田 隆 司 

    加古川市監査委員  北 本   敏 

    加古川市監査委員  西 村 雅 文 

    加古川市監査委員  稲 次   誠 

 

６ 監査の結果 

 （結 論） 

  本請求を却下する。 

 

（事実の確認及び判断） 

次のとおり事実を確認のうえ判断した。 

（１）本件助成金の法的性質及び本件助成金を元手とした支出について 

請求人は、本件助成金を元手として支出した交通安全指導員へのお土産代、講師

への手土産代、学校自転車の修理代の返還を求めている。したがって、Ｂ小学校が

本件助成金を公費として認識すべきであり、公費とはされずに行われた本件助成金

を元手とした支出が違法又は不当であると主張していると解し、以下のとおり検討

する。 

請求人は、学校が寄附を受ければ、その時点で公費となると考えている。本件助

成金が公費とならず、領収書も必要なく、監査もないことに疑問があると主張して

いる。 

また、関係職員からは、学校の運営に係る経費には公費と私費があり、公費は、

国又は地方公共団体の予算に計上される金銭であり、「学校園配分予算」「教育委

員会事務局執行予算」に該当し、本件助成金は、学校の教育活動を更に促進したり

支援したりする趣旨のため、国又は地方公共団体の予算に計上される公費には該当

せず、私費の「学校園徴収金」「団体会計」のどちらにも属さない、それ以外の私

費に該当するとの説明があった。 

請求人及び関係職員がいう公費は、公金を指していると解せられる。 

   法第２４２条第１項に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の住民が、当該
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普通地方公共団体の機関又は職員について、違法又は不当な公金の支出、財産の取

得・管理・処分、契約の締結・履行、債務その他の義務の負担があると認めると

き、又は違法若しくは不当な公金の賦課・徴収を怠る事実、財産の管理を怠る事実

があると認めるときに、これらを証する書面を添え、監査を求め、当該財務会計上

の行為の防止・是正、損害の補填等の措置を講ずべきことを請求できる制度であ

る。 

公金とは、昭和２３年１０月１２日行政実例によれば、「法令上当該普通地方公

共団体又はその機関の管理に属する現金、有価証券をいう。」とされている。 

そして、寄附とは、義務によらず地方自治体へ納入される収入であり、民法に定

める契約では贈与の性質を有するものであり、寄附金は、法第２１０条の規定に基

づき、当該地方自治体の収入として、これを歳入歳出予算に編入しなければならな

い。 

したがって、寄附というためには、地方自治体への納入金とする意思をもって、

当該財貨を提供することが必要となる。そして、このような金銭の交付を受けた公

務員は、当該金員を収納、調定する権限のある者に交付すべき義務を負うものとい

うべきである。 

関係職員への調査によると、本件助成金については、令和２年９月２７日にＡ町

内会連合会が拠出することについてＡ町内会連合会長が意思を示し、「学校や子供

たちのために使ってほしい」との意向を受け、Ｂ小学校代表としてＢ小学校長が意

向を確認し、令和２年９月３０日に受領したものであることを確認した。 

本件助成金の使途については、「学校や子供たちのために使ってほしい」とのＡ

町内会連合会長の意向があり、本件助成金の使途はＢ小学校の学校運営及び児童の

活動に資する支出に限定されるが、何がＢ小学校の学校運営及び児童の活動に資す

る支出であるかについてはＢ小学校長の裁量に委ねる趣旨であったと解せられる。 

上記のとおり、本件助成金を拠出したＡ町内会連合会の会長の意思は、これを市

の一般会計に計上して市の予算として市議会の承認等の手続を経て支出されるべき

ものとする趣旨を含むものであったとは考えにくい。 

中央教育審議会が文部科学省に新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校

と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について提言したように、学校は子
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供たちの学びや遊びの場であるとともに、地域の人々が集う地域コミュニティの核

として大きな役割を果たしており、保護者（家庭）のみならず、地域住民とも深い

つながりや日常的な交流をもち、学校と地域が連携・協働する関係の構築を目指し

ている。助成金は、このような役割を担う学校に対し、地域の絆づくりに役立てる

趣旨で、地域団体や保護者等から儀礼的に支出される費用であると考えられる。 

また、本件助成金の金額も３５，０００円であり、決して高額とはいえず、社会

通念上許容される範囲であると考えられる。 

以上のことから、本件助成金については、市への寄附金、すなわち市の収入とし

て歳入歳出予算に編入すべき金員と解することはできず、本件助成金は公金とはな

らないと判断する。 

よって、本請求は法第２４２条に定める住民監査請求の要件を満たさないものと

判断する。 


